
国土強靱化 民間の取組事例 245   初動体制の構築 

自分を守る！ ▶初動体制の構築 01社員に対する教育・啓発・訓練を行っている例 

245 建設業による住民参加型の地域防災訓練 

取組主体 法人番号 事業者の種類（業種） 実施地域 
宮坂建設工業株式会社 3460101001798 インフラ関連事業者 

（建設業） 
北海道 

1 取組の概要 

 地域に根付く防災訓練を目指す 

 宮坂建設工業株式会社では、本社がある北海道帯広市と札幌支店管轄地区において、地域住民

参加型の地域防災訓練を行っている。平成 15 年 9 月の十勝沖地震発生を機に、同年から社員

の緊急時対応及び安全確保と地域住民の防災意識向上と被害軽減の観点から、訓練活動を開始

した。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 防災訓練から地域防災訓練へ 防災意識の向上 

 同社は、大正 11年創業以来、北海道の開発・発展に貢献する総合建設業として 24時間緊急時

出動体制を整えている。 

 平成５年 1 月 15 日の釧路沖地震では、災害時の連絡体制、初動出動及び地元住民対策が不十

分であったことから、同年 5 月に地震発生時の災害対応見直しを行う意味で、同社社員と協力

会社との防災訓練をスタートさせた。 

 平成 15年の十勝沖地震発生後においては、社員に加え、家族や地域住民の災害に対する認識を

高めることも重要と考え、自衛隊・警察及び消防署等の協力も得て、現在の地域住民参加型の

地域防災訓練に至っている。 

 より多くの方々にこの地域防災訓練を知って頂くため、市内の各小学生・中学生・高校生を招

待している。地域住民の声も広がり、現在では一回の訓練で約 2,500～3,500 名がこの防災訓

練に参加している。 平成 20 年から災害支援 NPO の協力により帰宅困難者や避難場所への炊

き出し訓練を始めた。 

 

 

▲地域防災訓練の様子 
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地域の人々の参加を促す訓練内容 

 訓練内容は、北海道各地で震度 6弱の地震が発生したと想定したもので、全社員に安否確認メ

ールを発信する。その後、直ちに災害対策本部を設置し、安否確認メールの返信を集計後、本

社、札幌支店、各工事事務所が連携し、現地パトロールを実施する。パトロールでは同社の

「BCPマニュアル」に従い、衛星電話、簡易無線機を使用し、リアルタイムでの動画や写真で

情報を共有して被害状況を確認している。 

 その後、地域住民や地元の小学生・中学生・高校生も参加をして、水防訓練（漏水・越水防

止）、消火訓練（バケツリレー）、応急処置実演、空中撮影システム実演、親子防災教室、ロー

プ結び体験、煙体験、土嚢土のうつくり体験、地震体験車の試乗、緊急車両展示、炊き出し訓

練を行っている。 

 １回に約 150食をつくれる炊き出しでは『食材の量』や『味の調整』等に苦労し試行錯誤を

繰り返し、現在では同社社員のみでつくれるようになり、「宮坂カレー」として好評となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲水消火器体験の様子           ▲煙体験の様子 

 ▲炊き出し訓練の様子           ▲非常食体験の様子 
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3 取組の平時における利活用の状況 

 訓練の成果を“支援”に生かす/支援の成果を“訓練”に生かす 

 訓練を活かし、同社では、平成 26年 8月の広島市土砂

災害時に、災害支援隊を組成し、3 日間で 5 ヵ所の避

難場所に、焚き立ての温かい地元十勝産のトウモロコ

シとジャガイモ（トウモロコシ 1.4ｔ・ジャガイモ 3.1

ｔ）を届けた。                        

 

 女性や子どもが奮闘している姿を見て、身の回り品を使

った災害対応を親子で学ぶ必要があることに気づいたた

め、同社では平成 27 年に、 “身の回りにあるものを使

用”を行う「親子防災教室」を開催した。当日は、模擬 AED

を使った救急蘇生講習「親子で PUSHコース体験」や、

災害時の対応を考えるカードゲーム「なまずの学校」等

を行い、親子合わせて約 800名が参加した。 

 

4 取組の国土強靭化の推進への効果 

  訓練を通じて、社員及び地域住民の方に日々の生活の中での災害に対する備えの重要性、災害

時対応への意識を向上させることができる。これにより同社では、地震、台風等があった際の

正確な判断や柔軟な対応力を醸成し、物資の輸送を確保するライフラインである道路等の早急

な復旧体制の確立等、地域の強靱化につながると考えている。 

 

5 防災・減災以外の効果 

 緊急出動体制の強化 

 地域防災訓練で得られた知見を活用して、気象情報の警報や注意報等に対し 24 時間緊急出動

体制を確立しており、大規模災害以外の復旧作業等においても、顧客からの要請にいつでも出

動できる体制づくりにつなげている。 
 

コミュニケーションの広がり 

 防災訓練は、会場の近隣企業や近隣町内会等の交流の場となり、地域の状況把握や要望の聞き

取りが出来る良い機会となっている。また、自衛隊、警察及び消防署等の公的機関とも同様、意

見交換等を交わすことが出来る。 

訓練を通じて社員、家族及び協力会社等の参加者とのコミュニケーションが広がり、きめ細か

い対応が取れるほか、絆が深まり普段の生活活動も広がってきている。 

▲広島での災害支援の様子 

▲親子防災教室の様子 
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6 現状の課題・今後の展開など 

  防災訓練も平成 27年で 23回（地域防災訓練は 13回）を数える。同社では、より多くの地域

住民の参加と、様々な想定をした防災訓練の開催を推進し、関係機関との連携も図りながら、

地域一丸となった防災訓練活動に発展させる予定である。 

 

7 周囲の声 

  「とてもいい経験になりました。」「年々訓練内容が充実していることを感じました。これから

も続けてください。」「防災意識に対する職員の気持ちが伝わると思いました。今後の益々の防

災活動に期待します。」「大変勉強になりました。家族と防災について話す機会となりました。

有難うございます。」「日常ではあまり意識的に考えられないでいますが、いざと言う時の備え

として、こうした経験は大事だと思います。十勝沖地震のことは今も記憶にあります。」 

（地域防災訓練参加者アンケート） 

 同社は地域の学生を対象に大規模な訓練を実施しており、建設現場での災害対応等の授業を行

ったり、炊き出しでカレーを 1,000食つくるなど、本当に地域の防災意識向上に貢献している

と感じる。東日本大震災が起こってから日が経つが、災害の教訓を風化させないよう訓練を継

続していってほしい。（地元消防署長） 
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